







































































































































































　アメリカにおいても、合衆国憲法修正第 8 条（1791年）により「残虐で異常な刑罰」（cruel and 
unusual punishments）が禁止され、激しい苦痛を与える刑罰や不必要に残虐な刑罰を禁止してい
る。死刑制度に関して、連邦最高裁は1976年の Gregg v. Georgia 事件判決において合憲と判断し、
薬物注射による死刑執行に関しては Baze v. Rees（2008）事件判決において初めて執行方法も含め
て合憲性を肯定し、その後、Glossip v. Gross（2015）事件判決において執行に用いる薬剤の種類が
変更されたことにつき改めて合憲と判断している。












































































































































































（ 3 ） この点に関して、土本武司「絞首刑の法的根拠と残虐性」判時2143号（2012年） 3 頁以下。
（ 4 ） 死刑執行に際し、法務大臣は常に省内関係部局をして判決及び確定記録の内容を十分精査せしめ




意書」の答弁第 5 号 1 頁。 
（50）
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（ 5 ） 集民145号271頁。
（ 6 ） 東京地裁昭和60年 5 月30日決定判時1152号26頁。 
（ 7 ） この点に関して、大谷實「『帝銀事件』人身保護請求事件」法セ379号（1986年）121頁。なお、本
件は再度国家賠償請求事件としても争われたが、最高裁平成 4 年 7 月14日判決集民165号233頁は、
死刑判決確定後の長期間の拘置について違法性を否定し請求を棄却した。
（ 8 ） 刑集15巻 7 号1106頁。





（11） 集刑319号 1 頁。 
（12） 判タ1397号104頁。 
（13） 本判決を批判的に検討するものとして、髙作正博「死刑の執行方法と立法不作為の憲法論」關西
大學法學論集64巻 3 ＝ 4 号（2014年）911頁以下。
（14） 集刑 8 号439頁。
（15） 刑集 2 巻 3 号191頁。本件の評釈として、中島宏「死刑と残虐な刑罰」憲法判例百選Ⅱ［第 7 版］
254-255頁等がある。


















（21） 1996年にデラウエア州で執行されて以降、絞首刑による執行はなされていない。James C. 
Feldman, “Nothing Less Than the Dignity of Man: The Eighth Amendment and State Efforts to 
Reinstitute Traditional Methods of Execution and State Efforts to Reinstitute Traditional Methods 
of Execution”, Washington Law Review 90（ 3 ）1321-1322（2005）．   






判決」捜査研究751号（2013年）119頁。そして、土本・前掲註（ 3 ） 7 頁は、現在のわが国の絞首
刑は限りなく残虐に近いものといえ、薬殺刑をはじめ残虐性の希薄な方法への変更に向けての検討
がなされるべきであるとする。
（23） Gregg v. Georgia, 428 U.S. 153, 96 S. Ct. 2909（1976）． 
（24） Baze v. Rees, 553 U.S. 35, 128 S. Ct. 1520（2008）．本件に関して、小早川義則「致死薬物注射を
めぐる新しい動き」名城法学66巻 1 = 2 号（2016年）176頁以下。
（25） Glossip v. Gross, 576 U.S. 135 S. Ct. 2726（2015）．本件に関して、小早川・前掲註（24）179頁以
下。本件の裁判官の反対意見に関しては、小竹聡「翻訳―Glossip v. Gross, 576 U.S.__（2015）にお
けるブライア裁判官の反対意見」政治・経済・法律研究（拓殖大学論集）20巻 2 号（2018年）179
頁以下。








7 月26日「米政権、死刑執行再開へ＝連邦レベルで16年ぶり」、同2019年12月 3 日「死刑再開、高
裁も差し止め 16年ぶりの執行見送りか－米」。また、軍当局は1961年以来、死刑を執行していない。
（27） https://deathpenaltyinfo.org/state-and-federal-info/state-by-state.（最終アクセス日：2020年 3 月
27日）
（28） オハイオ州は、チオペンタール・ナトリウム 1 剤のプロトコルである。
（29） https://deathpenaltyinfo.org/state-and-federal-info/state-by-state/texas.（最終アクセス日：2020
年 3 月27日）
（30） 朝日新聞2011年 1 月24日夕刊 2 面「米の死刑停滞も 麻酔メーカー撤退へ」、朝日新聞2012年 5 月
11日朝刊12面「 6 分で終わった死刑執行 米の現場から」。後者の記事には死刑執行室の内部写真等
が掲載されている。
（31） ハフポスト2018年 3 月30日「アメリカで『26分間苦しむ死刑』が行われている理由」。
（32） CNN 日本版2010年12月17日「動物安楽死用の薬品で死刑執行 オクラホマ州」。
（33） アラバマ州やアリゾナ州などでは、ミダゾラムとオピオイド系鎮静剤であるヒドロモルフォン
（C17H19NO3）とを組み合わせたものを投与した結果、死刑囚に長時間の苦しみを与えた事例が発生
した。この点に関して、CNN 日本版2014年 1 月17日「死刑に使う薬物変更、10分間あえいで死亡 







（35） EU は2011年に欧州委員会理事会規則を改正し、EU 加盟国から輸出した薬物が死刑執行に使
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（36） 熟練していない刑務所職員による静脈確保や麻酔薬の量・濃度が不十分だった事案に関して、
Jyllian Kemsley, “Botched Executions Put Lethal Injections Under New Scrutiny”, Chem. Eng. 
News 92（21） 46-48（2014）．その他、アーカンソー州では、死刑に使用する医薬品（ミダゾラム）
の使用期限が迫っていたことから集中的（ 8 日間で 4 名）に執行したところ、うち 1 名の鎮静が不
十分で絶命までに20分間激しい苦痛を与えたという事案が発生した。この点に関して、Yasmeen 
Serhan,“Arkansas’s Fourth Execution in 8 Days”, The Atlantic, Apr. 28, 2017.
（37） アメリカ医師会は、1980年にヒポクラテスの誓いに反するとして医師に致死薬注射に関与しない
よう決議した。See James. C. Feldman, op. cit., p.1327.
（38） オクラホマ州では、2014年から2015年にかけて新しい医薬品の組み合わせで執行したところ失敗
例が相次いだためその後の執行が停止された。しかし、2020年に入ってから元の処方で執行が再開
されることになった。この点に関して、Graham Lee Brewer and Manny Fernandez,“Oklahoma 
Botched 2 Executions. It Says It’s Ready to Try Again”, New York Times, Feb 13, 2020.
（39） オクラホマ州は、薬殺刑が違憲と判断された場合（致死薬注射による刑執行が困難な場合）のみ
他の執行方法（電気椅子刑、ガス室刑、銃殺刑）がとられる。
（40） 産経新聞2016年 1 月12日「米国、電気いすでの死刑執行 『残酷』か『妥当か』 薬物入手が困難に
なり、伝統的な措置に回帰か」。
（41） In re Kemmler, 136 U.S. 436, 10 S. Ct. 930（1890）．
（42） State v. Mata, 745, N.W. 2d 229（Neb. 2008）．本判決に関して、小早川義則「絞首刑と残虐な刑
罰の禁止（ニ・完）」名城ロースクール・レビュー26号（2013年）79頁以下。
（43） See James. C. Feldman, op. cit., pp.1323-1324．その他、この点に関して、朝日新聞2008年 2 月10
日朝刊「（地球24時）電気いす死刑禁止 米ネブラスカ州」。
（44） 電気椅子を用いた処刑の歴史および具体的な処刑方法に関して、斎藤靜敬「世界における死刑の




い処刑プロトコルの開発に時間がかかるとして見送られた。 “Oklahoma death penalty: state plans 
to execute inmates with nitrogen gas”, The Guardian, Mar 14, 2018, Jonathan Allen, “Oklahoma to 
resume lethal injections after plan to use gas for executions stalls”, REUTERS, Feb 14, 2020.
（46） Denise Grady and Jan Hoffman, “Some states turn to an unproven method of execution: Nitrogen 
gas”, New York Times, Aug 5, 2018．ガス室刑の歴史および具体的な処刑方法に関しては、斎藤・
前掲註（44） 9 頁以下。
（47） AVMA Guidelines for the Euthanasia of Animals: 2020 Edition. See p.111 Appendix Ⅰ．
（48） この点に関し、読売新聞2010年 6 月18日「米国で14年ぶり銃殺刑、射撃手 5 人が一斉発射」。現
在、ミズーリ州およびワイオミング州（いずれも執行方法として薬殺刑と第 2 選択肢としてガス室
刑を採用）も銃殺刑を可能にする法改正を検討しているようである。この点に関して、時事通信
2014年 2 月 9 日「米国で死刑執行用、薬物の調達困難に＝電気椅子や銃殺復活も」。
（49） 小川・滝法務大臣（2012年前半）の下で検討がなされた。NHK ニュース2012年 4 月22日「法相
ら死刑の執行方法議論へ」、朝日新聞2012年 8 月12日朝刊 3 面「絞首刑は残虐なのか 死刑執行方法、
法務省で検討」。
（50） 朝日新聞1997年10月30日朝刊39面「製造中止、一転継続へ 医療現場の批判に配慮 田辺製薬の全
身麻酔薬」。記事中の田辺製薬は、現在合併を経て田辺三菱製薬となり、ラボナールの製造販売承
認はニプロ ES ファーマに継承された。
